
別記

（様式１）

年 月 日

高知県知事 様

郵便番号

住 所

申込者 名 称

代表者名

電話番号

地域総合整備資金借入申込書

地域総合整備資金貸付要綱に基づき、地域総合整備資金を下記のとおり借り入れたいので、

関係書類を添えて申請します。

なお、申請にあたり、一般財団法人地域総合整備財団及び地方公共団体金融機構が下記借入

に係る総合的な調査・検討を行うことを了承します。

記

１ 貸付金の額 円（ 年度）

２ 事 業 名 ○ ○ ○ ○ 事業

（事業内容については、別添「事業計画書（様式２）」のとおり。）

３ 借入希望条件

① 借入希望時期 年 月

② 借入希望期間 年 月（20 年以内）
③ 据置希望期間 年 月（５年以内）

４ 連帯保証予定者名

法人名 （取扱店名）

５ 添付資料

① 事業者概要書（様式３）

② 設備投資等及び資金調達計画書（様式４）

③ 年度別損益・資金収支計画書（様式５）

④ ○○期、○○期、○○期損益計算書及び貸借対照表

⑤ 地域総合整備資金貸付に係る意見書（様式６）

⑥ ふるさと融資償還計画表（様式８）

⑦ その他

【担当連絡先】

所属名

担当者名

電話番号

ＦＡＸ

E-Mail



（様式２）

事 業 計 画 書

（ふ り が な）

事 業 名

（ふ り が な）

事 業 者 名

事 業 地

設備の取得等の期間 着工 年 月 日、 完成 年 月 日

稼 働 予 定 年 月 日 年 月 日

貸付対象事業を含む全体事業の概要及び当該事業者の事業展開戦略上の位置付け

貸 付 対 象 事 業 の 内 容

敷地（開発）面積 ｍ２（うち賃借面積 ｍ２） 建物構造

建物延床面積 ｍ２（うち賃借面積 ｍ２）

雇用効果 新規雇用増加数 稼働時 人

うち直接雇用 稼働時 人、間接雇用 稼働時 人

そ の 他 関 連 事 業 の 内 容

地域振興の効果及び当該地域との今後の関係についての考え方



（様式３） （単位：百万円）
事業者概要書

（ふりがな）

事 業 名

（ふりがな）

事 業 者 名

（系列）

（上場 証 部 ，非上場 ）

代 表 者 名
略歴

（ 年生）兼職

役 員

資本金・基本財産等

従 業 員 数

百万円

名

設立年月日

創業年月日

本 社 所 在 地

出資・出捐構成

主要事業の概要

主 要 仕 入 先 主 要 販 売 先

部
門
別
売
上
高
推
移

決 算 期（年／月） ／ 期 （ 比 率 ） ／ 期 （ 比 率 ） ／ 期 （ 比 率 ）

1 対象事業部門（ ） （ ％ ） （ ％ ） （ ％ ）

2 （ ％ ） （ ％ ） （ ％ ）

3 （ ％ ） （ ％ ） （ ％ ）

4 （ ％ ） （ ％ ） （ ％ ）

5 （ ％ ） （ ％ ） （ ％ ）

そ の 他 共 合 計 （ ％ ） （ ％ ） （ ％ ）
損益状況 売 上 高 売上総利益 営業利益(同利益率) 経 常 利 益 税引き後利益 繰 越 利 益 減 価 償 却

／ 期 （ ％）

／ 期 （ ％）

／ 期 （ ％）

今期見込み （ ％）

財
務
状
況

／

期

流 動 資 産

(うち現預金) ( )
流 動 負 債

(うち借入金) ( )
借

入

金

残

高

／

期

金融機関等
借 入

長 期 短 期

固 定 資 産
固 定 負 債

(うち借入金) ( )

繰 延 資 産
純 資 産

(うち資本金) ( )資 産 合 計

特
記
事
項
等

その他

合 計



　（様式４－１）
設備投資等及び資金調達計画書 　　　　　年度案件

事業者名

（単位:百万円）

年度 年度 年度 年度 年度

A

B

C

D

E

F

年度 年度 年度 年度 年度

G 保証料率　　％

H

I

J

K

L Dと一致すること

M

N Fと一致すること

融資比率(%)　G/(L-J)×100

合計(L+M) 

支払ベース

資金区分

計

その他（　　　　）

事業名

費用区分
貸
付
対
象
事
業
費

設
備
の
取
得
等

借入金計

自己資金

計

用地取得費

人件費

支払金利

リース料

付
随
費
用 保険料

備考

調達額 備考

消費税

合計(D+E)

所要額

貸
付
対
象
外
事
業
費

貸
付
対
象
事
業
費

資
金
調
達
内
訳

設
備
投
資
等
内
訳

民
間
金
融
機
関
等
借
入
金

計

計

賃借料

計

補助金

貸
付
対
象
外
事
業
費

自己資金

その他（　　　）

計(I+J+K) 

計(G+H)  

そ
の
他

借入金計

固定資産税

地域総合整備資金借
入
総
額

付随費用の比率(%)　C/D×100

計

用地取得費

計(B+C)



（様式４－２） 設備投資等及び資金調達計画書 付表

１ 事 業 計 画

２ 許認可関連（不要の場合は、「不要」と記入してください。）

３ 国・地方公共団体からの補助金（ふるさと融資対象案件が国・地方公共団体から補助を受

ける事業の場合は、以下に具体的に記入してください。）

補 助 者 補助金名 補助金額 百万円

補 助 者 補助金名 補助金額 百万円

補 助 者 補助金名 補助金額 百万円

４ 関係機関担当者一覧

項目 内容 許認可先 時期

開発許可

建築確認

環境アセスメント

その他（ ）

項目 名 称 支 店 名 担 当 者 Ｔ Ｅ Ｌ Ｆ Ａ Ｘ

保証機関

民 間 金 融

機 関 等 借

入 金 融 資

機関

項目 時 期 項目 時 期

土地取得（賃貸） 年 月

土地造成（着工） 年 月 造 成 （ 完 成 ） 年 月

工 事 契 約 年 月 支 払 時 期 年 月

〃 年 月 〃 年 月

〃 年 月 〃 年 月

着 工 時 期 年 月 完 成 時 期 年 月

営 業 開 始 時 期 年 月



（様式５）

（単位：百万円）

/ / / / / / / / / / / / / / / / / / / 合計

a ＜売上高算定根拠＞





損

益 ＜費用算定根拠＞





b

計

画

＜その他＞

営業利益(a-b) c

支払利息等 d

経常利益(c-d) e

（注） 1 今期以降､ふるさと融資が終了する決算期までの全期間の損益計画について記載してください。その際利用しない列については削除してください。

2 計画を記載するに当たって、５年間経過後については前年同額で計画額を記入してもよいものとします。

ただし、具体的な計画等（例えば、本プロジェクトの第２期追加投資の増収効果等）がある場合には、その事情を加味して記入してください。

人件費

年度別損益・資金収支計画書

事業名

原材料費

減価償却費 

その他

売上高

費用

備考
決算期（年/月）

(1)年度別損益計画―本プロジェクトベース

事業者名



/ / / / / / / / / / / / / / / / / / / 合計

売上高                 a ＜売上高算定根拠＞





本プロジェクト

既存事業等

損 費用                  b

人件費

益 原材料費

計 その他

画 ＜費用算定根拠＞





資金収入

長期借入金等

資 本プロジェクト

その他

金 社債発行、増資、等 ＜その他＞

収 資金支出 設備投資

本プロジェクト

支 その他（更新投資等）

長期借入金返還

計 本プロジェクト

その他

画 社債償還、等

（注） 1 今期以降､ふるさと融資が終了する決算期までの全期間の損益計画について記載してください。その際利用しない列については削除してください。

2 損益計画を記載するに当たって、５年間経過後については前年同額で計画額を記入してもよいものとします。

ただし、具体的な計画等（例えば、本プロジェクトの第２期追加投資の増収効果等）がある場合には、その事情を加味して記入してください。

3 損益計画・資金収支計画の項目名は変更しないでください。また資金収支計画（資金収入計）の「社債発行､増資､等」の内訳を備考欄＜その他＞に記入してください。

過不足累計

内部留保累計

差引過不足(g-h)              i

内部留保　　　　　  f

内部留保(c+e)                f

備考

年度別損益・資金収支計画書

営業利益(a-b)                d

経常利益

決算期（年/月）

減価償却費          c

（単位：百万円）

資金収入計                   g

資金支出計                   h

(様式５）

(2)年度別損益計画・資金収支計画－全社ベース

事業者名事業名

利益留保　　　　　　　　　　 e

税引後利益



（様式６）

年 月 日

高知県知事 様

住 所

連帯保証予定者 名 称

代表者名

地域総合整備資金貸付に係る意見書

×××× が実施する

○○○○ 事業についての

当 の意見は別紙のとおりです。

なお、××××に対する債権保全のために、高知県に損失補償を要求することはありませ

んので、念のため申し添えます。



（様式６）

（別紙）

項 目 意 見

１ 事業者の業績及

び業況

２本ﾌﾟﾛｼ ﾞｪｸﾄの妥

当性

３ 総合所見



（様式７）

番 号

年 月 日

貸 付 対 象 者

高知県知事 ○○ ○○

地域総合整備資金貸付決定通知書

年 月 日付け 第 号で申請のありました標記資金の貸付けについて

は、下記のとおり貸付けを行うことを決定しましたので、通知します。

記

１ 貸付金の額 金 円也

２ 貸付対象事業名 ○ ○ ○ ○ 事業

３ 貸付年度 年度

４ 償還日 第１回 年 月 日 （金額 円）

最終回 年 月 日 （金額 円）

５ 連帯保証者 住 所

法人名



（様式８）

事業者名 （単位：千円、％）

年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年

/ / / / / / / / / / / / / / /

期 期 期 期 期 期 期 期 期 期 期 期 期 期 期

返済額

借入額 残高 A

返済額

借入額 残高 B

返済額

借入額 残高

返済額

借入額 残高

返済額

借入額 残高

返済額

借入額 残高

返済額

借入額 残高

返済額

借入額 残高

返済額

借入額 残高

残高（A+B) C

※

ふるさと融資償還計画表

事業名

6

7

4

5

対象借入総額

毎決算期（貸付実行後の最初の決算期から最終償還後の最初の決算期まで）の残存元本額を記入してください。

ふるさと融資

民間金融機関等
借入金

1

2

3


